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Ⅰ. 目 的 

 Diagnostic and statistical manual of mental disorders: 

DSM-5™ (5th ed.) (American Psychiatric Association,2013）に

おけるAttention Deficit Hyperactivity Disorder: ADHD（注意欠

如・多動症：以下，ADHD）の診断基準には，不注意症状：指示

に従えず，学業や仕事の義務を果たせないなど，多動症及び衝動

性症状：衝動的に行動し，待つことができないなど，とされてい

る。本研究では，これらのADHD特有の症状などに対して，小中

学校に 10年以上勤務してきたスクールカウンセラーが，どのよう

な効果的な心理的支援を行ってきたか，探索的に明らかにするこ

とを目的とした。 

Ⅱ. 方 法 

研究協力者 A県の小・中学校に勤務した経験のあるスクールカ

ウンセラー（以下，SC）15名であった。 

研究時期 2024年 10月 21日から 2025年 1月までである。 

手続き A県教育委員会事務局の協力のもと，経験年数が 10年以

上の SCに協力を依頼した。承諾が得られたSCに対して，半構造

化面接でのインタビュー調査を実施した。場所は，西九州大学臨

床心理相談センターにて行った。 

質問内容 A県内の小・中学校におけるスクールカウンセリング

の勤務の中で，ADHDの児童生徒に対する効果的な心理支援につ

いて，聞き取りを行った。なお，診断の時期については，問わな

いことにした。SCへの相談前後に医師から診断される場合もある

ためである。 

分析 川喜田（1967）を参考に，KJ法のカテゴリー化プロセスを

行った。すべての内容からできるだけそのまま抽出した（キーワ

ードの抽出）。得られたキーワードすべてを 1枚ずつのカードに記

入し，類似した意味内容のものをまとめ、それらのまとまりが意

味するタイトルをつけた（小タイトル）。小タイトルすべてを 1枚

ずつカードに記入し，類似した意味内容にまとめ，相応しいタイ

トルを付与した（大タイトル）。 

倫理的配慮 個人情報は厳粛に管理し，情報は漏らさないこと，

知りえた情報の目的外にて使用しないこと，研究協力は任意であ

ること等にについて口頭および文書にて説明し，承認を得た上で

実施した。本研究は，西九州大学研究倫理委員会の承認を受けて

いる（承認番号：24MPJ26）。 

Ⅲ. 結 果  

 KJ 法によってインタビュー内容から分類された結果を Table1

に記す。大タイトルは 3つあり，【困り感に寄り添う本人への心理

支援】，【周囲への心理支援と疲弊緩和】，【環境調整（本人中心の

心理支援）】であった。小タイトルは＜本人への直接的心理支援＞，

＜教師支援・疲弊緩和＞，＜医療との連携＞などの 7 つのタイト

ルであった。 

大タイトル 小タイトル

本人への直接的心理支援

行動・衝動性への具体的対応・支援

教師支援・疲弊緩和

保護者支援

特性理解・子どもの行動の翻訳

医療との連携

構造調整

Table1  ADHDの分類結果

困り感に寄り添う本人への心理支援

周囲への心理支援と疲弊緩和

環境調整

（本人中心の心理支援）  

Ⅳ. 考 察 

 SCによるADHDへの児童生徒に対する効果的な心理支援につ

いては，大きく 3つの点が，認められた。 

 まず，本人への直接的心理支援として，困っていることなどに

寄り添いながら，対処方法などを共に考えていく姿勢を取り，継

続的な心理支援に繋げていくことが認められた。 

 次に，ADHDの特徴である行動面の諸問題から周囲（教師及び

保護者）が疲弊している状況があり，これに対して情緒的な心理

支援を行いつつ，特性の理解や行動の翻訳という作業を同時に行

っている支援が認められた。 

 最後に，医療機関との連携を中心に行い，学校や家庭における

生活構造の調整を行っていた。そして，これらは全てオーダーメ

イドであり，本人を中心とした個別具体的な心理支援であること

が，認められた。 
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